
内閣府（防災担当）

資料１

⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ（第５回）
令和６年９⽉５⽇（⽊）

⾸都直下地震による
経済への影響等と対応について





前回報告書（H25）における被害想定（経済被害）
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前回報告書（H25）における被害想定（経済被害）

出典︓内閣府 ⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ最終報告（平成25年12⽉19⽇公表） 別添資料３
https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/taisaku_wg/pdf/syuto_wg_siryo03.pdf

○ H25の報告書では、都⼼南部直下地震が発⽣した際の経済被害を95.3兆円と推計。
○ 内訳として、資産等の被害を47.4兆円、⽣産・サービス低下に起因する経済活動への影響を47.9兆円と推計。
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出典︓内閣府 ⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ最終報告（平成25年12⽉19⽇公表） 別添資料３
https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/taisaku_wg/pdf/syuto_wg_siryo03.pdf

注）四捨五⼊の関係上、各項⽬の積算値と合計欄の数字は⼀致しないことがある。

内訳①：住宅・オフィス・家財・償却資産・在庫資産

内訳②：
ライフライン施設・交通施設・公共⼟⽊施設・⼟地・その他
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前回報告書（H25）における被害想定（経済被害） 〜資産等の被害〜
○ 都⼼南部直下地震が発⽣した際には、住宅・家庭⽤品、ライフライン、交通施設等が被災すると想定しており、

H25の報告書では、資産等の被害は47.4兆円と推計。



出典︓内閣府 ⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ最終報告
（平成25年12⽉19⽇公表） 別添資料３
https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/taisaku_wg/pdf/syuto_wg_siryo03.pdf

○ 建物被災等による⺠間資本（ストック）の減少と、⼈的被害や⺠間資本の減少により発⽣する労働⼒の減少の
影響を踏まえた、海外への輸出を含む⽣産・サービス低下に起因する経済被害は47.9兆円と推計。

【推計⽅法】
 資本と労働⼒を⽤いてどれだけ⽣産が達成できるのかを表す⽣産関数を⽤いて、⽣産・サービス低下による影響を推計。
 地震時の建物被災等による⺠間資本の減少と、⼈的被害や⺠間資本の減少により発⽣する労働⼒の減少によって、海外への輸出を含む国内の⽣産

量が地震発⽣前と⽐較してどれだけ減少するのかを推計。
 その際、経済中枢機能の低下やサプライチェーンの⼨断による被災地外における影響も加味。
 推計する期間は、被災によるプラス⾯とマイナス⾯の経済影響が混在するまでの期間として、被災後1年間。

＜⽣産関数で考慮している事象＞
 建物の被災や資産の喪失
 電⼒、上⽔道、都市ガス等のライフライン施

設の被災に伴う資本稼働率の減少
 被災した⺠間資本の1年後の復旧
 死亡・重傷・疎開による労働⼒低下
 鉄道停⽌・道路通⾏規制による通勤⽀障
 経済中枢機能の低下
 サプライチェーンの⼨断

＜⽣産関数で考慮していない事象＞
 資産価値の下落
 データの喪失
 企業の撤退・倒産
 ⽣産機能の域外、国外流出
 国際的競争⼒・地位の低下
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前回報告書（H25）における被害想定（経済被害） 〜⽣産・サービス低下の影響〜



○ H25の報告書では、⾸都直下地震発災後の被害様相について、地震発⽣直後から地震発⽣数年後にかけての
被災地内の影響と全国への波及影響について⽰している。

出典︓内閣府 ⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ最終報告
（平成25年12⽉19⽇公表）別添資料３
https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/taisaku_wg/pdf/syuto_wg_siryo03.pdf

赤字アンダーラインの項目を定量評価し、被害額を推計予定。

被災地内外のいずれにも生じる現象は、“全国への波及影響”に記述している。

＜直接影響＞

建物（住宅、オフィス、工場等）の被災

資産（家財、在庫、償却資産）の喪失

 ライフライン施設の被災

交通施設の被災

 その他の公共土木施設の被災

農林漁業関連インフラの被災

地震発生 数週間後 １年後 数年後数か月後

被
災
地
域
内

全
国
へ
の
波
及
影
響

＜住民、民間への間接影響＞

需要の変化による影響

特定商品の物価の高騰

株価等の資産価格の下落

金利・為替の変動

海外法人の撤退

＜住民、民間への間接影響＞

資産価値（地価等）の下落

＜民間への間接影響＞

企業の撤退・倒産

雇用状況の変化

復興投融資に伴う生産誘発効果

生産機能の域外、国外流出

＜民間への間接影響＞

金融決済機能への影響

企業の本社系機能の低下

東西間交通寸断に伴う機会損失等

＜行政への間接影響＞

被災地域外への人口・産業流出

＜民間への間接影響＞

施設・設備被害等に伴う生産・サービス低
下による生産額の減少

＜行政への間接影響＞

国家財政状況の悪化

– 港湾ハブ機能の喪失

＜行政への間接影響＞

人口、産業立地回復の遅れ

税収入の減少

被災自治体の財政状態の悪化

＜民間への間接影響＞

国際的競争力・地位の低下

＜住民への間接影響＞

失業の増加

所得の低下

家計の悪化（多重債務等）

①資産等への被害の発生時期 ③中長期の経済・財政システム影響②生産・サービス低下等による被害影響の発生時期

＜行政、民間への間接影響＞

国際的信頼の低下
－海外からの資本投資の減少

– 農地
– 漁港

– 高速道路
– 新幹線
– 港湾物流
– 空港

 データの喪失

域内交通寸断に伴う機会損失等

中央卸売市場の停止による影響

サプライチェーン寸断による生産額の減少

電力需要の抑制等による影響

＜住民、民間への間接影響＞

現金払い出し機能への影響
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前回報告書（H25）における被害想定（経済被害） 〜被害の様相〜



出典︓内閣府 令和５年版 防災⽩書
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/pdf/r5_tokushu1_1.pdf 6

震災による経済への影響
○ 過去の⼤震災においては、⼤きな経済被害が発⽣し、GDPに⼤きな影響を与えている。



出典︓内閣府 「景気ウォッチャーから⾒た東⽇本⼤震災の影響」（平成23年４⽉13⽇公表）
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11019019/www5.cao.go.jp/keizai3/shihyo/2011/0413/985.html 7

震災による経済への影響（東⽇本⼤震災の事例）〜景気動向指数（DI）〜
○ 東⽇本⼤震災の影響により、景気の現状判断DIは、前⽉⽐▲20.7ポイントと過去最⼤に下落（図１）。
○ 東⽇本⼤震災に関連したコメントによると、主な被災地にあたる東北地⽅では、店舗や⽣産施設の損壊等直接

的被害だけでなく、物流網の停滞による物資不⾜や消費マインドの冷え込み、原材料・資機材の不⾜による
⽣産停⽌などに⾔及するコメントがみられる。

○ そのほかの地域では、東北地⽅同様のマイナスの影響についてのコメントの⼀⽅で、震災による⾷料品の売上増
や復旧需要による受注増といったコメントも⼀部にみられた。



（資料）内閣府「四半期別GDP速報（2024年4-6⽉期１次速報値）」、総務省「2020年基準消費者物価指数」を基に内閣府にて作成
出典︓内閣府 「平成23年度 年次経済財政報告」（平成23年７⽉公表）https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je11/pdf/p01011_2.pdf 8

（災害発生からの経過四半期）

【実質ＧＤＰ】

（被災前期＝100）

【消費者物価指数（総合）】

（被災前月＝100）

（災害発生からの経過月）

震災による経済への影響（東⽇本⼤震災の事例）〜実質GDP、消費者物価〜
○ 東⽇本⼤震災後の２０１１年１－３⽉期GDPを⾒ると、震災による⽣産活動の低下や消費者マインドの悪

化等を通じ、個⼈消費や⺠間企業設備投資が減少、さらに、供給制約を反映した在庫の取り崩しによるGDPの
押下げが確認。

○ １〜２⽉に景気が持ち直しつつあったにもかかわらず、震災による強い下押し圧⼒により、１－３⽉期の実質
GDP成⻑率はマイナスとなった。

○ 消費者物価は、東⽇本⼤震災後も落ち着いた動きを⽰しており、この点は阪神・淡路⼤震災後の動向と同様。



（資料）国⼟交通省 「国⼟交通⽩書2012」参考資料１より内閣府作成 https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h23/hakusho/h24/html/n11s0000.html
出典︓内閣府 「平成23年度 年次経済財政報告」（平成23年７⽉公表）https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je11/pdf/p01011_2.pdf 9

【生産】鉱工業生産指数の推移
（被災前月＝100）

（災害発生からの経過月）

【消費】大規模小売店販売額（前年同月比）の推移

（災害発生からの経過月）

震災による経済への影響（東⽇本⼤震災の事例）〜鉱⼯業⽣産・⼤規模⼩売店販売額〜
○ 東⽇本⼤震災の場合、部品供給の停滞等サプライチェーンの⼨断や電⼒供給能⼒の低下に伴う計画停電

（輪番停電）などの影響があり、被災地以外も含め、全国的に⽣産活動が⼤きく低下。
○ 消費についても、⽣産に⽐べれば減少は緩やかであるものの、東⽇本⼤震災後は減少。
○ レジャー⽀出など必需性の低い消費を抑制することに加え、計画停電による⼩売店や飲⾷店の営業時間短縮の

影響が被災地以外にも広く⾒られた。
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東⽇本⼤震災前後の株価の動き ※2/28時点を100とした指数

発災直後の
株価暴落

出典︓⽇銀時系列統計データより作成
出典︓経済産業省「通商⽩書2011」第5-3-1-1図（ロイター3000Xtraから作成）より作成

東⽇本⼤震災前後のドル円レートの動き（⽇次︓3/7〜4/15）

発災直後の円
⾼

震災による経済への影響（東⽇本⼤震災の事例）〜株価、為替〜
【株価】
○ ３⽉11⽇の発災後に売り注⽂が殺到し、特に３⽉15⽇に原発事故による放射線量上昇が伝えられた後には⼤

きく値下がり、⽇経平均株価は１万348円（３⽉11⽇・発災前）→ 8,605円（３⽉15⽇・終値）にかけて
２割弱の値下がりとなった。

【為替】
○ 発災直後は円⾼⽅向に推移し、３⽉17⽇早朝に海外市場では76円25銭の史上最⾼値を更新するなど、震災

後１週間程度は不安定な動きが続いた（G7の相場介⼊により安定化）。
※円買いが進み円⾼⽅向に推移したのは、阪神・淡路⼤震災でも同様。
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震災による経済への影響（東⽇本⼤震災の事例） 〜事業者の倒産①〜

出典︓内閣府防災 「激甚化する⼤規模⾃然災害に係るリスクファイナンス検討会」第２回 資料１－１ https://www.bousai.go.jp/kaigirep/gekijin/dai2kai/pdf/shiryo1-1.pdf

○ 東⽇本⼤震災による倒産は、2011年3⽉からの5年間で1,898件（１年⽬650件、2年⽬489件、3年⽬
354件、4年⽬238件、5年⽬167件）。

○ ３年間での倒産件数を⽐較すると、東⽇本⼤震災では阪神淡路⼤震災の約3.8倍。



12出典︓内閣府防災担当 「激甚化する⼤規模⾃然災害に係るリスクファイナンス検討会」第２回 資料１－１ https://www.bousai.go.jp/kaigirep/gekijin/dai2kai/pdf/shiryo1-1.pdf

震災による経済への影響（東⽇本⼤震災の事例） 〜事業者の倒産②〜
○ 東⽇本⼤震災による倒産を業種別にみると、５年間の累計ではサービス業が417件（22.0%）、卸売業が384

件（20.2％）、製造業が369件（19.4％）、建設業が281件（14.8％）、⼩売業が273件（14.4％）。
○ 東⽇本⼤震災による倒産は、地震や津波による直接損害に起因するもの（180件）と⽐べ、被災地外及び

間接損害によるもの（1,718件）が多い。



経済中枢機能の維持に関する取組
＜⾦融決済機能の維持＞
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出典︓⽇本銀⾏HP「東⽇本⼤震災と⽇本銀⾏の対応（スライド資料）」 https://www.boj.or.jp/about/bcp/boj_bcp/rel160311a.htm

○ 東⽇本⼤震災以降、⾦融市場、⺠間⾦融機関、⽇本銀⾏等の⾦融業界では、業務継続体制の強化に取り組
んでいる。
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東⽇本⼤震災以降の⾦融業界の取組



東⽇本⼤震災以降の⽇本銀⾏の主な対応

15出典︓⽇本銀⾏HP「東⽇本⼤震災と⽇本銀⾏の対応（スライド資料）」 https://www.boj.or.jp/about/bcp/boj_bcp/rel160311a.htm

○ 東⽇本⼤震災を受けて、⽇本銀⾏においては、業務⾯及び政策⾯から以下のような対応を⾏った。
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決済システムの防災対策について（全銀システム）

出典︓⼀般社団法⼈ 全国銀⾏資⾦決済ネットワーク（全銀ネット）「全銀システムパンフレット」 https://www.zengin-net.jp/zengin_system/pdf/pamphlet_j.pdf

○ 全国銀⾏内国為替制度の加盟⾦融機関間における振込、送⾦等の⾦融取引では、「全銀システム」（運営︓
全銀ネット）が利⽤されている。

○ 全銀システムでは、安全性・信頼性を確保するために、全銀センター（東京・⼤阪）やホストコンピューター、電源、
記憶装置、各種制御装置等のすべての⾯で⼆重化が図られている。通信回線についても、万が⼀基幹網が切断
された場合には、バックアップ網を利⽤することで、通信を続⾏することが可能。

○ 各加盟⾦融機関についても、⾃⾏に設置した２セット以上の中継コンピュータ（RC）を通じて全銀センターと電⽂
の発受信を実施。



17

「震災対応にかかる業務継続計画（BCP）に関するガイドライン」（全国銀⾏協会）

出典︓⼀般社団法⼈全国銀⾏協会 https://www.zenginkyo.or.jp/news/2012/n3207/

○ （⼀社）全国銀⾏協会では、銀⾏業界全体の震災対応能⼒を向上させることを⽬的として、「震災対応にかか
る業務継続計画（BCP）に関するガイドライン」を作成。



令和５年度に実施すべき事項
必需品の備蓄が⾏われていない等の⾦融機関に対しては、対応を促していく。⾦融機関における⽔や⾷糧、防災品等の必需品の備蓄

通信⼿段の多様化が図られていない⾦融機関に対しては、通信⼿段の多様化等を促していく。⾦融機関における通信⼿段の多様化

災害が発⽣した場合には、⾦融機関において、融資相談窓⼝の設置や災害特別融資の取扱い等、適時的確な情報発
信を⾏う。

⾦融機関における国内外への情報発信

⾮常時参集体制等を含む⾦融機関のBCPの実効性の検証等について、フォローアップを⾏っていく。⾦融機関におけるBCPの策定・実効性の検証、⾮常時参集
要員体制の整備

システムセンター等のバックアップサイトが確保されていない⾦融機関に対しては、対応を促していく。⾦融機関のシステムセンター等のバックアップサイトの確保等

システムセンター等の耐震化、⾃家発電機の設置・定期的なメンテナンスが未済となっている⾦融機関等に対しては、対応
を促していく。

各⾦融機関等のシステムセンター等の耐震化、⾃家発電機の
設置等

防災訓練等を引き続き実施し、防災意識を⾼めるとともに、課題の発⾒・解決等に取り組む。定期的な防災訓練を⾏うこと
で、防災意識を⾼めるとともに、有事の際の⾏動を確認しておくことで、実際の対応が必要になった場合に滞りなく情報共有
等が⾏えるようになるものと考えられるため、⾦融庁、中央銀⾏、３市場、関係⾦融機関の参加による合同防災訓練を実
施する。

銀⾏業界など関係業界内横断的な防災訓練等の実施

出典︓国⼟強靱化年次計画2023 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/kakuteihonbun_r057028.pdf

単位 初期値 初年度 2017年度末 2018年度末 2019年度末 2020年度末 2021年度末 2022年度末 ⽬標値

⾦融機関におけるBCPの策定率（全預⾦取扱⾦融機関）  ％ 95 2015 99 100 100 100 100 100 100
⾦融機関のシステムセンター等の重要拠点のバックアップサイトの確保
（全預⾦取扱⾦融機関）  ％ 93 2015 96 98 99 99 99 99 100
⾦融機関におけるシステムセンター等の重要拠点への⾃家発電機設置
（全預⾦取扱⾦融機関）  ％ 95 2015 99 99 99 99 99 99 100

三市場合同の横断的訓練の実施  ％ 100 2013 100 100 100 100 100 100 100
銀⾏業界における横断的訓練の実施  ％ 100 2013 100 100 100 100 100 100 100

国⼟強靭化年次計画2023【抜粋】

⾦融機関における事業継続に向けた取組状況

18

○ 「国⼟強靱化基本計画」に基づく国⼟強靱化年次計画によると、各⾦融機関においては、BCP策定、通信⼿段
の冗⻑性の確保、店舗等の耐震化、⾃家発電機の設置、システムセンター等のバックアップサイトの確保は
おおむねなされている。



円滑な事業継続のための体制整備の状況
リスクが顕在化した際に、所要の対応を迅速かつ的確に⾏うため、BCP対策本部を設置し、被害状況及び事業継
続状況の把握、外部機関との連絡等を⾏うとともに、必要な意思決定を⾏う。

BCP対策本部の設置

夜間・休⽇にリスクが顕在化した際に、必要⼈員を確保するために、あらかじめ初期対応にあたる⼈員を定める。また、
役職員をはじめとする⼈員の安否を速やかに確認するとともに、機動的な⼈員確保を可能とするために、安否確認シ
ステムを導⼊している。

⼈員の確保

リスクが顕在化した際に、⽇本取引所グループ内外への連絡⼿段を確保するために、⼀般電話、FAX、災害時優先
電話、携帯電話、電⼦メール、Target、売買システムによる通知、衛星電話等の様々な通信⼿段を⽤意するととも
に、外部関係機関との間で相互に連絡先を交換している。

通信⼿段の確保

建物が利⽤不能となった場合に、通常使⽤している以外の場所で事業を継続することができるよう、代替オフィスを⽤
意し、あわせてリスクが顕在化した際に代替オフィスに移動する⼈員を定める。

代替オフィス

基幹システムについて、FISC（（財）⾦融情報システムセンタ）の「⾦融機関等コンピュータシステムの安全対策基
準」を全て満たし、かつISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）認証を取得している堅牢なデータセンタに設置
している。

データセンタ

BCPの内容が妥当であるかどうかの検証を⾏うとともに、リスクが顕在化した際にBCPに定める対応⼿順を円滑に⾏う
ため、BCPのテスト及び役職員等への教育研修をそれぞれ年１回以上実施する体制を構築している。

テスト・教育研修

※コンティンジェンシー・プランは、⽇本取引所グループ等または、外部関係機関のシステム障害、地震・⾵⽔害等の⾃然災害、テロ⾏為、
社会インフラ停⽌等により、売買・取引を継続することが困難な場合における売買継続に関する基本的な対応のこと。

出典︓JPXホームページ 「BCP（緊急時事業継続計画）」 https://www.jpx.co.jp/corporate/governance/risk/bcp/index.html 19

東⽇本⼤震災以降のJPX（⽇本取引所グループ）の対応①
○ JPXは、⾃然災害、システム障害等の多様なリスクに対応するため、リスクが発現した場合の業務継続に関する基

本⽅針、体制、⼿順等を定めたBCP（緊急時事業継続計画）を策定。また、それぞれの市場ごとのコンティンジェ
ンシー・プラン※を公表。



出典︓JPXホームページ 「BCPフォーラム（取引所取引専⾨部会報告書）」 https://www.jpx.co.jp/corporate/governance/risk/bcp-forum/index.html 20

東⽇本⼤震災以降のJPX（⽇本取引所グループ）の対応②



JPXだけでなく、取引参加者（証券会社等）をはじめとしたステークホルダーも含め、
エコシステム全体で耐性を⾼めていく必要

21

従来（東⽇本⼤震災前） 現在 2024年度（予定）

業務

システム
運⽤

災害時は関東、関⻄それぞれのバックアッ
プオフィスに駆けつけて業務継続する想定

兜町、北浜でそれぞれの業務を引継げる
よう態勢を整備 ー

災害時はセカンダリセンター（関東近
郊）に駆けつけて業務継続する想定

災害時はセカンダリセンター（関東近
郊）に切替

オペレーション拠点を北浜に設置し、リ
モートオペレーションを実施できるよう態勢
を整備

ー

セカンダリセンターを遠隔地の関⻄に選定
し、バックアップシステムを順次構築中

災害時はセカンダリセンター（関⻄DC）
に切替

＜兜町＞
＜プライマリ＞

＜セカンダリ＞
バックアップオフィス

駆けつけ＜北浜＞

＜⼤阪市内＞
バックアップオフィス

駆けつけ
＜北浜＞

＜セカンダリ＞
（構築中）

相互バックアップ/
リモートオペレーション ＜兜町＞

＜プライマリ＞

＜セカンダリ＞
移⾏

＜兜町＞
＜プライマリ＞

＜北浜＞
＜セカンダリ＞

セカンダリ
センター
（DC）

 ⼤規模災害発⽣時等の有事を想定した業務継続体制の強化のため、東⻄バックアップ態勢の構築を推進中

＜セカンダリ＞

市場のレジリエンス向上に向けた「東⻄バックアップ態勢」の構築

関東近郊

⾸都圏

関⻄圏

関⻄圏

関⻄圏

関東近郊

⾸都圏

関⻄圏

関東近郊

⾸都圏

廃⽌

東⽇本⼤震災以降のJPX（⽇本取引所グループ）の対応③

出典︓⼤阪府資料を基に内閣府にて作成 https://www.pref.osaka.lg.jp/documents/13099/shiryo4-3.pdf



出典︓⽇本銀⾏ 「決済システムレポート 概要」 https://www.boj.or.jp/research/brp/psr/data/psr160316b.pdf 22

（参考）決済システムの仕組みについて
○ 決済システムとは、決済を円滑に⾏うために作られた仕組みのこと。また、国の決済の仕組み全体の総称のこと。
○ ⾦融･資本市場を⽀える重要な社会的基盤のひとつであり、さまざまな機関が関係している。



経済中枢機能の維持に関する取組
＜企業の事業継続に向けた取組＞

23



東京都内における主要な⾦融機関の本店等及び主要企業の本社所在地
都内

23区外
その他
特別区品川区渋⾕区新宿区港区中央区千代⽥区

―354137203172462307388主要企業

3都市銀⾏

⾦
融
機
関

337信託銀⾏

111449その他銀⾏等

112736外国銀⾏⽀店

52268412⽣命保険会社

812413522損害保険会社

注１︓その他銀⾏等には、ネット銀⾏、コンビニ銀⾏のほか、ゆうちょ銀⾏、信⾦中央⾦庫、労働⾦庫連合会、全国信⽤協同組合連合会、農林中央⾦庫が含まれる。
２︓損害保険会社には、外国損害保険会社等21社、免許特定法⼈（特定損害保険業免許）1社が含まれる。
３︓都市銀⾏、信託銀⾏、その他銀⾏等の数は令和5年1⽉4⽇現在、外国銀⾏⽀店の数は令和5年8⽉7⽇現在、⽣命保険会社の数は令和5年6⽉26⽇現在、損害保険会社の数は

令和5年4⽉13⽇現在のものである。
４︓主要企業の数は、「会社四季報」2022年1集（新春号）に掲載の本社所在地を⽤いて、東京都内に本社を構える上場企業数を区市町村別に集計（令和４年３⽉７⽇時点）。

24出典︓⾦融庁HP（https://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyo.html）、会社四季報ONLINE（https://shikiho.toyokeizai.net/news/0/514426）、
JPXホームページ「上場会社数の推移」（https://www.jpx.co.jp/listing/co/tvdivq0000004xgb-att/tvdivq0000017jt9.pdf）

合計：2,023社

東京圏における企業の現状① 〜⾦融機関・主要企業〜
○ 主要な⾦融機関及び主要企業の半分以上が都⼼３区に所在。
○ 東京都内に本社を構える上場企業は、令和４年３⽉時点で2,023社（全国の53％）。



うち⼤企業うち中⼩企業企業数
10,3643,364,8913,375,255全国

5,541
53.5％

866,905
25.8％

872,446
25.8％

東京圏

4,582419,013423,595東京都
522183,675184,197神奈川県
209114,104114,313千葉県
228150,113150,341埼⽟県

出典︓中⼩企業庁「中⼩企業の企業数・事業所数」（2021年6⽉時点）

⺠営、⾮⼀次産業の企業数の現状（2021年）

上位３つの産業中分類別構成⽐製造品出荷額等事業所数
輸送19.5％、化学9.5％、⾷料8.8％361兆7,749億円223,391全国

ー57兆2,079億円
15.8％

44,519
19.9％

東京圏

輸送15.9％、⾷料9.9％、電気9.9％8兆2,838億円15,400東京都
輸送20.7％、⽯油14.3％、化学11.0％18兆2,318億円9,911神奈川県
⽯油28.3％、化学17.4％、鉄鋼14.3％15兆8,925億円5,956千葉県
輸送17.2％、⾷料14.3％、化学10.9％14兆7,998億円13,252埼⽟県

出典︓総務省・経済産業省「2023年経済構造実態調査（製造業事業所調査）⼆次集計結果」（2024年7⽉）

製造品出荷額等及び主要産業の概況（2023年）

海外調達に関する状況
• 原材料・部品等を海外から調達している割合は53.5％
• 従業員規模が⼤きくなるにつれて、その割合は⾼くなる

出典︓⽇本商⼯会議所・東京商⼯会議所「国際情勢の変化を
受けた企業経営への影響調査」（2023年12⽉）

53.5

21.2

56.9

73.1

46.5

78.8

43.1

26.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

系列1 系列2
（n=108）

（n=181）

（n=85）

（n=374）

海外販売に関する状況
• 海外向けに販売している割合は44.9％
• 従業員規模が⼤きくなるにつれて、その割合は⾼くなる

44.9

15.3

49.2

61.1

55.1

84.9

50.8

38.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

系列1 系列2
（n=108）

（n=181）

（n=85）

（n=374）
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東京圏における企業の現状② 〜 中⼩企業〜
○ ⼤企業数の約半数が東京圏で占められるものの、中⼩企業数も4分の1を占め、その数は90万社弱に上る。
○ 製造業では、約2割の事業所が東京圏に集積しており、製造品出荷額等においては、輸送⽤機械器具製造業、

⽯油製品・⽯炭製品製造業、⾷料品製造業、電気機械器具製造業、鉄鋼業が上位を占めている。



Ｈ２５ＷＧ報告書の被害想定（経済）④ 〜⽣産・サービス低下による影響の波及連鎖の様相〜東京圏における企業の現状③ 〜ここ10年の産業構造の変化〜

26出典︓内閣府「2022年度国⺠経済計算（2015年基準）」を基に内閣府作成

1.3%
7.2%

13.9%
0.4%
6.2%
6.4%

17.7%

3.6%
3.1%
4.9%
6.3%
4.0%
4.8%
9.3%
0.4%
7.1%
3.3%

1.1%
6.6%

12.2%
0.4%
7.6%
6.3%

15.8%

3.3%
3.3%
5.5%
5.6%
3.7%
5.1%

11.9%
0.5%
7.9%
3.3%

製造業

情報通信業

卸売業,小売業

医療,福祉

3.7%

13.6%

2.0%
7.4%
4.5%

18.4%

6.2%

14.3%

8.6%
2.4%
3.2%
6.4%
4.8%
4.2%

4.6%

12.6%

2.2%
8.5%
3.7%

16.7%

5.9%

14.1%

10.8%
1.5%
2.8%
8.1%
4.1%
4.1%

製造業

情報通信業

卸売・小売業

保健衛生・社会事業

専門・科学技術、
業務支援サービス業

【産業別就業者の構成比の変化（東京圏）】 【産業別名目GDPの変化（東京圏）】

出典︓総務省「国勢調査」を基に内閣府作成

○ 東京圏のここ10年の就業者数を産業別に⽐較すると、情報通信業、医療福祉分野では全体就業者数に対する
就業者の割合が増加し、製造業と卸売業・⼩売業が減少。

○ 東京圏のここ10年の産業別名⽬GDPの⽐較については、情報通信業、専⾨・科学技術、業務⽀援サービス業
と保健衛⽣・社会事業で全体の名⽬GDPに対する割合が増加し、製造業と卸売業・⼩売業が減少。



企業等の事業継続性を確保することは、⾸都地域のみならず全国の経済活動の停滞を回避するために極めて重
要である。
企業等は、サプライチェーンの⼨断は国内外の企業の⽣産活動等に甚⼤な影響を及ぼすこと、通勤困難が発⽣

することを視野に⼊れ、事業継続計画（ＢＣＰ）の作成と⾒直しを継続的に実施する必要がある。

２．⾸都直下地震緊急対策推進基本計画（平成27年３⽉決定）

１．防災基本計画︓第2編第3節国⺠の防災活動の推進（３）企業防災の推進

企業は、災害時に企業の果たす役割（⽣命の安全確保、⼆次災害の防⽌、事業の継続、地域貢献・地域との
共⽣）を⼗分に認識し、⾃らの⾃然災害リスクを把握するとともに、リスクに応じた、リスクコントロールとリスクファイナ
ンスの組み合わせによるリスクマネジメントの実施に努めるものとする。
具体的には、各企業において災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努

めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、事業所の耐震化・耐浪化、損害保険等への加⼊や融資枠の
確保等による資⾦の確保、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・⾒直し、燃料・電⼒等の重要なライフ
ラインの供給不⾜への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなど事
業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組を通じて、防災活動の推進に努めるものとする。

27

企業による事業継続の必要性
○ 発災時において、企業等の事業継続性を確保することは、⾸都地域のみならず全国の経済活動の停滞を回避す

るために極めて重要。



出典︓経済産業省 「レジリエンス社会の実現に向けた産業政策研究会」 第１回 資料２ https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/resilience_society/pdf/001_02_00.pdf 28

企業による災害リスク対応への投資家の期待
○ 機関投資家からなる団体も、企業が物理的リスクを考慮・評価し、対応策を策定・開⽰することを「最低限」求めて

いる。



29出典︓経済産業省 「レジリエンス社会の実現に向けた産業政策研究会」 第１回 資料２ https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/resilience_society/pdf/001_02_00.pdf

企業による災害リスク対応への認識
○ 企業・投資家向けアンケートで明らかになった今後捉えるべきメガトレンドの中で、共感度が⾼いメガトレントと、

とりわけ「投資家」が優先度の⾼いと感じたメガトレンドの傾向に⼤きなギャップあり。



30出典︓経済産業省 「レジリエンス社会の実現に向けた産業政策研究会」 第１回 資料２ https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/resilience_society/pdf/001_02_00.pdf

災害対策と企業価値向上の関係
○ ⽶国における巨⼤台⾵の被災地域に⽴地し、災害対策を講じていた企業とそうでない企業の株価を⽐較すると、

対策を講じている企業の株価パフォーマンスの⽅が⾼かったとの研究結果が⽰されている。



出典︓内閣府 「令和 5 年度 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」 https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/pdf/chosa_240424.pdf 31

【災害等のリスクに備えた訓練の実施状況】 【食料品の備蓄状況】

回答

回答

企業の訓練実施・⾷料品備蓄状況
○ 令和５年度の内閣府調査によると、リスク対策を実施している企業の８割以上で訓練を実施していると回答。

特に、⼤企業においては９割を超える企業が訓練を実施。
○ ⾷料品の備蓄状況については、全ての企業規模において「あり（３⽇以上分）」の割合が最も⾼くなっている。

⼤企業においては、約65%の企業が３⽇分以上の⾷料品を備蓄。



BCP策定状況

調査期間︓令和6年1⽉5⽇〜1⽉26⽇
調査対象︓業種及び資本⾦・常⽤雇⽤数によって「⼤企業」、

「中堅企業」、「その他企業（資本⾦1億円以
上の中⼩企業）」 に分類し4,934社を抽出

有効回答数︓1,826社（回答率37％）

32出典︓内閣府 「令和 5 年度 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」 https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/pdf/chosa_240424.pdf

企業の事業継続計画（BCP）の策定状況
○ 内閣府が令和６年１⽉に実施した「企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」では、 BCP「策定済」

が、⼤企業76.4%（前回⽐5.6％増）、中堅企業45.5%（前回⽐5.3％増）と、平成19年の調査開始
以降、いずれも着実に上昇。



①事業継続ガイドライン

③事業継続⼒強化計画

②中⼩企業BCP策定運⽤⽅針

④レジリエンス認証

内閣府防災では、東⽇本⼤震災前から防災⼒向上における企業
BCPの重要性を認識し、これの普及促進のため、2005年8⽉にガイ
ドラインを作成。
事業の中断をもたらす可
能性がある、あらゆる発⽣
事象について適⽤可能で、
国際的な規格等とも整
合が図られている。

https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/pdf/guideline202303.pdf

中⼩企業が投⼊できる
時間と労⼒に応じて、4
通りのコースを⽤意

中⼩企業へのBCPの普及を促進
することを⽬的として、中⼩企業関
係者や有識者の意⾒を踏まえ、中
⼩企業庁が作成。

指針では、中⼩企業の特性や実
状に基づいたBCPの策定及び継続
的な運⽤の具体的⽅法を説明。

中⼩企業庁では、中⼩企業が策定した防災・減災の事前対策に
関する計画を経済産業⼤⾂が「事業継続⼒強化計画」として認定
する制度を2019年7⽉より運⽤。

認定を受けた中⼩
企業は、税制措置や
⾦融⽀援、補助⾦の
加点などの⽀援策が
受けられる。

https://www.chusho.meti.go.jp/bcp/contents/bcpgl_download.html#output

https://www.resilience-jp.biz/certification/

認証組織（（⼀社）レジリエ
ンスジャパン推進協議会）が
策定した「レジリエンス・マーク」

レジリエンス認証制度は、⼤企
業はもとより、中⼩企業、各種団
体における事業継続の積極的な
取り組みを広めることにより、すそ
野の広い、社会全体の強靭化を
進めることを⽬的。

国⼟強靭化貢献団体の認証に
関するガイドライン」に基づき本制
度を運営。

33https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.html

BCP策定に向けた⽀援ツール
○ 企業BCPの作成に当たっては、①事業継続ガイドライン（内閣府）、②中⼩企業BCP策定運⽤⽅針（中⼩企

業庁）等が参考になり、防災や事業継続の取り組みを認定する制度は、③事業継続⼒強化計画（中⼩企業庁、
中⼩機構）、④国⼟強靭化貢献団体認証「レジリエンス認証」（内閣官房）等があり、事業者のニーズ等に応じ
て選択が可能。



概要章

本ガイドライン全体の概要（対象、⽬的、
位置づけ等）に関する説明

本ガイドラインの概要

事業継続の取組に関する基本的な事項及
び事業継続の取組を⾏う必要やメリット

Ⅰ 事業継続の取組の必要
性と概要

事業継続マネジメント（BCM）の基本⽅
針の策定及びBCMを策定・実施するための
体制の構築

Ⅱ ⽅針の策定

有事に継続すべき重要業務や、それらを復
旧すべきか等を分析する「事業影響度分
析」及び優先的に対策を検討すべきリスクを
特定する「リスク分析・評価」

Ⅲ 分析・検討

概要章
重要業務を復旧すべき時間内に復旧・継
続させるための事業継続戦略

Ⅳ 事業継続戦略・対策の
検討・決定

BCMにおける計画の策定及び⽂書化Ⅴ 計画の策定

計画に従った事前対策及び教育・訓練の
実施

Ⅵ 事前対策及び教育・訓
練の実施

BCMの⾒直し・改善についてⅦ ⾒直し・改善

企業・組織の経営者及び経済社会に対し、
事業環境に取り組むことの重要性及び取り
組む上で考慮すべき事項に関する提⾔

Ⅷ 経営者及び経済社会へ
の提⾔

ガイドラインの構成

１. 全企業（業種・業態・規模を問わない）が対象
２．ガイドラインの⽬的

・事業継続計画（BCP）や BCM の概要、必要性、有効性、実施⽅法、策定⽅法、留意事項等を⽰す。

・我が国企業の⾃主的な事業継続の取組を促し、我が国全体の事業継続能⼒の向上を実現。

３．ガイドラインが対象とする発⽣事象
・事業（特に製品・サービス供給）の中断をもたらす⾃然災害を対象。

・⼤事故、感染症のまん延（パンデミック）、テロ等の事件、サプライチェーン途絶など

事業の中断をもたらす可能性があるあらゆる発⽣事象（オールハザード）にも応⽤可能。

◆内閣府「事業継続ガイドライン」（令和5年3⽉改定）

34

事業継続ガイドライン
○ 内閣府では、企業の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進するため、平成17年に「事業継続ガイドライン」を

策定し、ガイドラインに沿ったＢＣＰの策定を推奨。



計画認定スキーム

①申請

経済産業⼤⾂
（地⽅経済産業局）

②認定

 発災時の初動対応⼿順（安否確認、被害の確認・発信⼿順等）
 ヒト、モノ、カネ、情報を災害から守るための具体的な対策
 計画の推進体制（経営層のコミットメント）
 訓練実施、計画の⾒直し等、取組の実効性を確保する取組

 認定事業者によるロゴマーク使⽤
 防災・減災設備導⼊に対する税制措置
 低利融資、信⽤枠拡⼤等の⾦融⽀援
 補助⾦採択時の加点措置

中⼩企業
⼩規模事業者
※協⼒者として、⼤企業や
経済団体等も参画可能

事業継続⼒強化計画の記載項⽬

認定を受けた事業者に対する⽀援

【計画の種類】
■事業継続⼒強化計画

中⼩企業・⼩規模事業者が単独、または、協⼒者の協
⼒の下で実施する計画

■連携事業継続⼒強化計画
２者以上の中⼩企業・⼩規模事業者が他の中⼩企業
等や⼤企業や経済団体等と連携の下で実施する計画

【事業継続⼒強化計画（中⼩企業庁HP）】
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.html
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事業継続⼒強化計画認定制度
○ 中⼩企業経営強化法に基づき、中⼩企業の⾃然災害等への対策を促進するため、簡易なBCPとして中⼩企業

が⾏う防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業⼤⾂が認定する制度。
○ 認定を受けた事業者は、認定ロゴマークの使⽤のほか、税制措置や⾦融⽀援等の⽀援策の活⽤が可能。



・北海道 ︓ 2,558件 （73件）
・東 北︓ 3,170件 （42件）
・関 東︓26,025件 （231件）
・中 部︓ 9,793件 （266件）
・近 畿︓12,320件 （196件）
・中 国︓ 4,172件 （111件）
・四 国︓ 2,630件 （38件）
・九 州︓ 6,147件 （109件）
・沖縄県 ︓ 506件 （10件）

合計︓67,321件（1,076件）
（令和6年3⽉末時点）

＜地域別認定状況＞
（）は連携計画認定件数

＜認定状況＞

36

事業継続⼒強化計画の認定状況（推移・地域別）
○ 令和６年３⽉末時点の認定件数は67,321件。うち連携事業継続⼒強化計画は1,076件。



出典︓国⼟強靱化推進室 「国⼟強靱化貢献団体」認証（レジリエンス認証）について https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/schedule.pdf

国⼟強靱化実現のためには、企業・団体等を含めた社会全体のレジリエンス強化が必要。このため、
事業継続（BCPの策定と運⽤）に積極的に取り組んでいる企業等を「国⼟強靱化貢献団体」と
して第三者が認証する仕組みを平成28年度に創設。

認証制度の仕組み
◆内閣官房が国⼟強靱化貢献団体の認証に関するガイドラインを発出。

◆ガイドラインに記載の要件を満たすことが確認された⺠間の認証組織（実施機関）
がガイドラインに基づく認証を実施。

◆国⼟強靱化貢献団体認証の取得要件︓

◆「国⼟強靱化貢献団体」のうち社会貢献に積極的に取り組んでいる企業等を「国⼟
強靱化貢献団体（＋共助）」とする仕組みを新設（平成３０年７⽉）

◆国⼟交通省関東地⽅整備局「建設会社における災害時の事業継続⼒認定（企
業BCP） 」をあわせて受ける仕組みを新設（令和４年３⽉）※追加の書類が必要

①事業継続の⽅針策定、②同分析・検討の実施、③同戦略・対策の検討と実施、④具体の
計画策定、⑤⾒直し・改善の仕組み、⑥事前対策の実施、⑦教育・訓練の実施、⑧担当者
の経験と知識⑨重⼤な法令違反がない。

認証組織（（⼀社）レジリエンス
ジャパン推進協議会）が策定した
「レジリエンス・マーク」

【令和5年7⽉末現在】
認証団体︓298団体

（うち＋共助192団体）

37

「国⼟強靱化貢献団体」認証（レジリエンス認証）について



【リスクへの対応を実施していく上での課題】 【BCPの策定や推進に当たっての問題点・課題】

38出典︓内閣府 「令和 5 年度 企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」 https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/pdf/chosa_240424.pdf

BCPの策定・推進に当たっての課題
〇 リスク対応策の実施に当たっては、「⾃社従業員への取組の浸透」「取組時間・⼈員の確保」が課題。
〇 また、BCPの策定や推進に当たっては、「部署間の連携」「現場の意識」「⼈員の確保」等が課題。



供給

原材料を
扱う業者

部品等の供給者
（Tier 1 〜 n）

⽣産

製造を
⾏う業者

物流を
担う業者

卸売・
⼩売業者

最終的な
消費者

需要
対価の⽀払い

部品の供給

対価の⽀払い

財・サービスの提供

サプライチェーンの模式図（製造業を例に） ※経済産業省「通商⽩書2021」第Ⅱ-1-2-8図より作成

素材・中間材の⽣産拠点被災が最終製品の⽣産に及ぼした影響
※経済産業省 産業構造審議会基本政策部会（第3回）資料3 P8「サプライチェーン全体に波及する

震災の影響」 （2011年5⽉）より作成

素
材

中
間
部
素
材

最
終
製
品

エチレン

特殊ゴム
（EPDM）

臨海⼯業地帯＝被災

過酸化
⽔素⽔

⿊鉛 極薄電解
銅箔

リチウム
イオン電池 半導体 液晶パネル

⾃動⾞

液晶TV、
スマートフォン

家電、エレクトロ
ニクス

産業機械

ITOター
ゲット材

シリコン
ウェハ

⼈⼯
⽔晶

↑⽣産正常化に
数か⽉

⼯場
被災
あり

完成⾞
メーカー

完成⾞
メーカー

Tier1

Tier2
以下

Tier1 Tier1 Tier1

Tier2
以下

Tier2
以下

サプライチェーンの「ダイヤモンド構造」
※⼀般財団法⼈企業活⼒研究所「東⽇本⼤震災を踏まえた企業の事業継続の実効性向上に関

する調査研究報告書」（2013年3⽉）より作成
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サプライチェーン全体でのリスク対応の必要性①
○ 各種産業はサプライチェーンを通じて相互依存関係にある。製造業を例にとると、⽣産に必要な材料を⼊⼿するま

でには原材料の仕⼊業者や部品等の供給者がおり、最終消費者までの間には物流業者や卸売・⼩売業者も介在。
○ 東⽇本⼤震災においては、半導体事業者の⼯場被災に伴って、直接的に被害を受けなかった地域の企業も部品

調達に⽀障を来し、⾃動⾞産業等の⽣産⾼の低下につながった。
→ サプライチェーンは単純なピラミッド構造ではなく、むしろ、特定メーカーに中核部素材のニーズが集中し、当該メーカーの⽣産途絶

が関連産業全体に波及する「ダイヤモンド構造」であることが明らかになった。



40出典︓経済産業省 「レジリエンス社会の実現に向けた産業政策研究会」 第１回 資料２ https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/resilience_society/pdf/001_02_00.pdf

サプライチェーン全体でのリスク対応の必要性②
○ 過去の⼤規模災害では、拠点被災に伴う直接的損害に加え、サプライチェーンを通じた間接的損害により災害被

害が増加。
○ ⼀⽅、サプライチェーンを通じて波及するリスクに対する企業の認識は不⼗分。



41出典︓経済産業省 「レジリエンス社会の実現に向けた産業政策研究会」 第１回 資料２ https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/resilience_society/pdf/001_02_00.pdf

BCP（事業継続計画）におけるサプライチェーンリスクの考慮の現状
○ BCPにおいて⽣産・物流拠点の分散や代替⽣産先の確保、取引先の倒産・被災を考慮している企業は少ない。
○ 取引先がBCP策定を評価することも少ない。



（出所）東京商⼯会議所「会員企業の災害・リスク対策に関するアンケート2023年調査結果」（2023年８⽉28⽇）に基づき作成。
出典︓第１回レジリエンス社会の実現に向けた産業政策研究会 第１回 資料２を内閣府にて⼀部更新

https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/resilience_society/pdf/001_02_00.pdf 42

取引時のBCP策定の条件付け、策定の指導、有無の確認について

いずれもない
87.4%

いずれもない
65.1%

BCPの有無を取引先に
確認している︓10.9%

BCPの有無を取引先に
確認されたことがある

29.7%

BCPを策定するよう取引先に
指導している︓2.5%

BCP策定を要請された
ことがある︓6.2%BCP策定を取引条件

にしている︓0.5%
BCP策定を取引条件として
提⽰されたことがある︓4.2%

【発注時】 【受注時】

取引条件としてのBCP（事業継続計画）の現状
○ 発注時の約9割、受注時の約7割においてBCP策定は取引条件となっておらず、取引の際にBCPの策定を要請・

確認する場⾯は少数に留まる。



ナブテスコ株式会社
●代表取締役社⻑ ⽊村 和正
●所在地︓東京都千代⽥区平河町⼆丁⽬７番９号
●従業員数︓単体2,390名 連結 7,928名（2022年12⽉時点）
●2003年９⽉29⽇設⽴

⾃社のBCPを推進、サプライヤーのBCPを⽀援し、サプライチェーンの強靭化に取り組む

レジリエンス認証制度活⽤ 展開⽅針事業全体とBCPとの関連図
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（参考）⺠間企業のBCP（サプライチェーン強靭化）の取組



44出典︓内閣府 激甚化する⼤規模⾃然災害に係るリスクファイナンス検討会報告書（平成29年３⽉28⽇）
https://www.bousai.go.jp/kaigirep/gekijin/pdf/honbun.pdf

※１ 災害デリバティブとは災害の発⽣をトリガーとして資⾦決済を⽣ずる取引を⾏っている。株価や債券の価格を災害の発⽣に置き換えた⾦融派⽣商品の⼀種といえる。
気温や⾬などの気象条件をトリガーとした天候のデリバティブなどがある。

※２ CATポンドとは地震などの⼤災害債のことをいい、地震や台⾵などのリスクを証券化したもの。震度などのリスクと合致した際に債券の発⾏者に元本が提供される。東
⽇本⼤震災時にはJA共済が発⾏したキャットポンドが条件を満たして共済⾦の⽀払い原資の⼀部となった。リスクが顕在化しなかった場合には債券を購⼊した投資家に
国債などと⽐較しても相対的に⾼い利率で利息が⽀払うことができる。

リスクコントロールとリスクファイナンス
○ 事業者における災害リスクマネジメントは、BCP の策定や施設の耐震化等によりリスク⾃体を減らす「リスクコント

ロール」の取組と、保険や資⾦調達枠の確保等によりリスクを共有（移転）または適切に保有することで経営への
影響度を緩和する「リスクファイナンス」の取組に分けられる。



45出典︓内閣府防災担当 「激甚化する⼤規模⾃然災害に係るリスクファイナンス検討会」 第１回 資料２ https://www.bousai.go.jp/kaigirep/gekijin/dai1kai/pdf/shiryo02.pdf

災害リスクへの経済的な備えに関する現状①
○ ⾃然災害による損害額に対し、保険でカバーされている割合は⼩さい。



46出典︓内閣府防災担当 「激甚化する⼤規模⾃然災害に係るリスクファイナンス検討会」 第１回 資料２ https://www.bousai.go.jp/kaigirep/gekijin/dai1kai/pdf/shiryo02.pdf

災害リスクへの経済的な備えに関する現状②
○ ⽇本は、先進国の中でも、ＧＤＰに対する財物保険料の⽀払額は少ない。



47出典︓内閣府防災担当 「激甚化する⼤規模⾃然災害に係るリスクファイナンス検討会」 第１回 資料２ https://www.bousai.go.jp/kaigirep/gekijin/dai1kai/pdf/shiryo02.pdf

災害リスクへの経済的な備えに関する現状③
○ 東⽇本⼤震災被災地域の企業を対象とした調査では、地震保険の加⼊率は約３割にとどまる。
○ さらに、地震利益保険の付帯割合は、⽶国と⽐して相対的に低い。



48出典︓内閣府防災担当 「激甚化する⼤規模⾃然災害に係るリスクファイナンス検討会」 第１回 資料２ https://www.bousai.go.jp/kaigirep/gekijin/dai1kai/pdf/shiryo02.pdf

災害リスクへの経済的な備えに関する現状④
○ 東⽇本⼤震災後、地震保険未加⼊企業の約４割が、新たに地震保険の加⼊を検討。
○ 地震保険を含めたリスクファイナンスについて、実際に新たな対策に着⼿したのは約１割であり、サプライチェーンの

強化や耐震補強といった、リスクコントロールの取組に対して進捗が劣っている。



⾸都直下地震後における社会への影響（想定）取り巻く情勢の変化影響要因
 要救助者、要⽀援者の増加 ⼈⼝減少・⾼齢化の進展や単⾝世帯の増加

 外国⼈労働者や訪⽇外国⼈の増加
⼈⼝動態

 膨⼤な帰宅困難者 帰宅困難の抑制、就労等の継続
 帰宅困難となった場合、同居家族へのケアが困難
 ｢共助｣期待できず（新たなコミュニティへの期待）
 通信障害等で情報難⺠、買い物難⺠に
 新しい災害⽀援のあり⽅として活⽤が期待
 被災前と同等の利⽤が困難

 遠距離通勤・通学 リモートワーク・学習の普及
 共働き世帯の増加
 地域コミュニティの縮⼩（地域外コミュニティの多様化）
 スマホ、キャッシュレス決済、ネットショッピングの普及
 シェアリングエコノミーの浸透
 在宅医療・訪問介護の利⽤拡⼤

ライフスタイル

 復旧・復興財源の確保に⽀障
 防災対策、復旧・復興費⽤の増⼤

 ⻑期⾦利の上昇局⾯
 物価⾼ → 賃上げ・価格転嫁できない企業の倒産

財政・⾦融・経済

 エレベーター停⽌等に伴う⾼層階住⼈等の孤⽴
 地震による倒壊 → 道路閉塞
 社会全体でのリスク回避意識の浸透
 防災拠点としての期待

 ⾼層ビル、タワーマンションの増加
 放置空き家の増加
 鉄道、航空の計画運休の浸透
 ⼤型物流センターの増加

都市計画、
交通・物流

 エネルギー・⾷料品の安定供給に⽀障
 緊急⾞両、防災拠点等への給油に⽀障
 ⾃律分散型エネルギー拠点の確保

 ⾼い海外依存度
 ガソリンスタンドの減少
 再⽣可能エネルギー・蓄電池等の拡⼤

エネルギー・⾷料品

 ⽀援が届くまでに時間がかかる
 同上

 建設業、運輸業、医療等での⼈⼿不⾜
 消防団、⾃主防災組織活動の停滞

防災の担い⼿

 遠隔操作での応急対策や災害復旧が可能
 精度の⾼い状況分析や将来の予測が可能
 データ消失からの保護、応急対策の効率化
 被害状況の把握や孤⽴世帯等への物資運搬

 ５Ｇ
 ビッグデータの活⽤
 クラウド、ＲＰＡ
 ドローン

技術⾰新

 過酷な避難⽣活等（就労環境を含む）の継続 熱中症、⾵⽔害（気候変動の影響）
 ⼊院勧告、就業制限、外出⾃粛等が求められる感染症

複合災害リスク

【参考】⾸都直下地震対策を取り巻く情勢の変化（第１回WGにて提⽰）
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⾸都直下地震対策検討WG（第５回）においてご議論頂きたい内容（まとめ）

○ 今回のWGにおいては、近年の⾸都直下地震を取り巻く情勢の変化等を踏まえ、
（１）想定される経済被害として盛り込むべき新たな視点として、どのようなものが考えられるか
（２）⾦融決済機能の維持のため、考慮すべき事項や講ずべき対策として、どのようなものが考えられるか
（３）企業の事業継続のため、考慮すべき事項や講ずべき対策として、どのようなものが考えられるか
について御議論いただきたい。


